
中
小
企
業
診
断
士

髙
村　

真
和

農
業
経
営
基
盤
強
化
準
備
金
制
度
を

　
　
　
　
　
　
利
用
し
た
経
営
拡
大

皆
さ
ん
は
、
農
業
経
営
に
活
用
で

き
る
税
制
・
補
助
金
が
拡
充
さ
れ
て

い
る
こ
と
を
ご
存
じ
で
し
ょ
う
か
？

　

農
業
者
の
減
少
を
く
い
止
め
て
農

業
生
産
基
盤
を
立
て
直
す
た
め
に
、

国
は
従
来
の
個
人
経
営
か
ら
法
人

経
営
へ
の
移
行
を
推
進
し
て
い
ま
す
。

そ
の
た
め
、
法
人
と
担
い
手
農
家
向

け
の
税
制
・
補
助
金
を
大
幅
に
拡

充
す
る
な
ど
力
を
入
れ
て
い
ま
す
。

農
業
経
営
の
支
援
措
置
と
し
て
、

さ
ま
ざ
ま
な
税
制
・
補
助
金
が
活

用
で
き
ま
す
が
、
今
回
は
機
械
等
を

取
得
・
規
模
拡
大
し
た
い
方
の
支
援

措
置
の
一
つ
で
あ
る
「
農
業
経
営
基

盤
強
化
準
備
金
制
度
」
を
紹
介
し

ま
す
。

こ
の
支
援
措
置 

は
２
つ
の
利
点

が
あ
り
ま
す
。

①
積
立
額
を
必
要
経
費
や
損
金
に

算
入
で
き
る

農
業
者
が
、
経
営
所
得
安
定
対

策
等
の
交
付
金
を
農
業
経
営
改
善

計
画
な
ど
に
従
い
、
農
業
経
営
基
盤

強
化
準
備
金
と
し
て
積
み
立
て
た
場

合
は
、
こ
の
積
立
額
を
個
人
は
必
要

経
費
に
、
法
人
は
損
金
に
算
入
で
き

ま
す
。

②
圧
縮
記
帳
で
き
る

農
業
経
営
改
善
計
画
な
ど
に
従

い
、
積
み
立
て
た
準
備
金
を
取
り
崩

す
、
ま
た
は
受
領
し
た
交
付
金
を
そ

の
ま
ま
用
い
て
、
農
用
地
、
農
業
用

の
建
物
・
機
械
等
を
取
得
し
た
場
合
、

圧
縮
記
帳
で
き
ま
す
（
注
）（
図
１
）。

①
②
の
特
別
措
置
を
組
み
合
わ
せ

る
こ
と
も
可
能
な
の
で
、
使
い
勝
手

が
よ
く
、
節
税
効
果
・
経
費
削
減

効
果
が
高
い
制
度
と
な
っ
て
い
ま
す
。

農
用
地
や
農
業
用
の
建
物
・
機
械

等
の
金
額
の
高
い
固
定
資
産
を
取
得

す
る
際
に
効
果
を
発
揮
し
ま
す
。
そ

の
た
め
、
法
人
や
担
い
手
農
家
が
規

模
を
拡
大
す
る
場
合
に
便
利
な
施

策
と
な
っ
て
い
ま
す
。
本
制
度
は
、

個
人
で
も
認
定
農
業
者
と
認
定
新

規
就
農
者
で
あ
れ
ば
使
用
で
き
る
点

も
特
徴
で
す
。

次
の
２
点
あ
り
ま
す
。

①
証
明
書
の
取
得
が
必
要

対
象
と
な
る
金
額
に
つ
い
て
は
農

林
水
産
大
臣
の
証
明
書
の
取
得
が

必
要
で
す
。
こ
の
証
明
・
申
請
手
続

き
に
つ
い
て
は
、
地
方
農
政
局
の
地

域
セ
ン
タ
ー
等
に
申
請
し
て
取
得
し

ま
す
。
申
請
は
、
確
定
申
告
（
２

月
16
日
〜
３
月
15
日
）
に
間
に
合

う
よ
う
、
確
定
申
告
の
１
ヵ
月
〜
２

週
間
前
に
は
行
う
必
要
が
あ
り
ま

す
。

②
無
理
の
な
い
積
立
計
画

本
制
度
は
所
得
と
の
関
係
で
必

要
経
費
（
損
金
）
算
入
で
き
る
限

度
額
が
あ
り
ま
す
。
計
画
立
案
の
段

階
で
無
理
の
な
い
範
囲
で
準
備
金
の

積
立
額
を
設
定
す
る
必
要
が
あ
り
ま

す
。①

認
定
農
業
者
（
個
人
・
農
業

生
産
法
人
）、②
認
定
新
規
就
農
者

（
個
人
）、③
特
定
農
業
法
人
（
認
定

農
業
者
を
除
く
）
が
支
援
の
対
象

と
な
り
ま
す
（
図
２
）。
そ
れ
ぞ
れ
、

①
は
農
業
経
営
改
善
計
画
、②
は
青

年
等
就
農
計
画
、③
は
農
業
経
営
改

善
計
画
と
同
等
の
計
画
を
作
成
し
、

承
認
を
受
け
る
こ
と
が
前
提
と
な
り

ま
す
。

ま
た
、
青
色
申
告
を
行
う
認
定

農
業
者
・
認
定
新
規
就
農
者
が
、

農
業
経
営
改
善
計
画
等
に
、
こ
の

支
援
を
活
用
し
て
取
得
し
よ
う
と
す

る
農
業
用
固
定
資
産
が
記
載
さ
れ
て

い
る
こ
と
も
要
件
と
な
り
ま
す
。

 

経
営
所
得
安
定
対
策
や
水
田
フ
ル

活
用
の
交
付
金
相
当
額
を
農
業
経

営
改
善
計
画
な
ど
に
従
っ
て
積
み
立

て
て
（
最
長
５
年
間
）、
機
械
・
農

地
等
を
取
得
す
る
際
、
次
の
よ
う
な

取
扱
い
が
可
能
で
す
。

①
積
立
金
の
損
金
算
入
で
課
税
を

繰
り
延
べ

積
み
立
て
た
各
年
に
つ
い
て
は
、

積
立
金
を
損
金
算
入
（
経
費
算
入
）

す
る
こ
と
が
で
き
、
収
入
か
ら
除
外

す
る
こ
と
と
な
る
た
め
、
積
立
金
に

つ
い
て
は
法
人
税
・
所
得
税
の
課
税

が
繰
り
延
べ
ら
れ
る
（
た
だ
し
、
交

付
金
の
額
が
限
度
）。

②
取
り
崩
し
た
年
も
取
得
額
を
圧

縮
記
帳

さ
ら
に
、
取
り
崩
し
て
機
械
・
農

地
等
を
取
得
し
た
年
に
つ
い
て
も
、

積
立
金
＋
そ
の
年
の
交
付
金
の
額
を

限
度
と
し
て
、
機
械
等
の
取
得
額
を

圧
縮
記
帳
（
実
質
非
課
税
）
す
る

こ
と
が
可
能
。

こ
の
支
援
措
置
は
、
資
本
金
要

件
で
中
小
企
業
経
営
強
化
法
の
支

援
措
置
の
対
象
と
な
ら
な
い
場
合

や
、
農
業
生
産
法
人
で
も
使
用
可

能
で
す
。

積
立
期
間
中
は
税
負
担
が
軽
減

さ
れ
る
こ
と
か
ら
、
規
模
拡
大
を
目

指
す
認
定
農
業
者
が
計
画
的
に
準

備
金
を
積
み
立
て
て
、
金
額
が
大
き

い
農
用
地
、
農
業
用
建
物
・
機
械

等
を
取
得
す
る
こ
と
が
可
能
と
な
り

ま
す
。

国
は
、農
業
の
生
産
性
向
上
を
推

進
す
る
た
め
、規
模
拡
大
す
る
法
人

や
担
い
手
農
家
に
手
厚
い
支
援
措
置

を
打
ち
出
し
て
い
ま
す
。農
業
者
の
経

営
形
態
、経
営
規
模
は
さ
ま
ざ
ま
で

す
か
ら
、必
要
な
機
械
・
設
備
等
な
ど

そ
れ
ぞ
れ
の
経
営
実
態
に
合
っ
た
制

度
を
無
理
の
な
い
範
囲
で
有
効
に
活

用
す
る
こ
と
が
望
ま
れ
ま
す
。

制
度
に
つ
い
て
教
え
て
く

だ
さ
い

１

今月の

コラム
c
o
l
u
m
n

c
o
l
u
m
n

支
援
対
象
は
？ 3

交
付
金
は
ど
の
よ
う
に
活

用
さ
れ
て
い
ま
す
か
？

4

2

制
度
の
適
用
を
受
け
る
際

の
留
意
点
は
？

積み立てた翌年（度）から5年
を経過した準備金は、順次､総
収入金額（益金）に算入され､
課税対象となります。ただし、算
入された年（度）内に対象固定
資産を取得すれば、必要経費
（損金）に算入できます。（H21
年に積み立てた準備金は、
H27年に5年を経過し、H27
年の所得の計算上、総収入金
額に算入されます。このため、
当該準備金を必要経費に算
入するには、H27年末までに、
農業経営改善計画に基づき､
農用地や農業用機械等を取
得する必要があります。）

※

例）5年間積み立てて､6年目に
　 農地等を取得した場合

交付金を準備金として積み立てた
場合、この積立額の範囲内で
①個人は必要経費算入
②法人は損金算入
（積み立てない交付金は、課税対象）

準備金の積立て

農用地、農業用の建物・機械等の
取得に充てた､以下の金額の合計
額の範囲内で圧縮記帳
①準備金取崩
②その年に受領した交付金の額

農業用固定資産の取得
交
付
金
を
投
資
に
振
り
向
け
、経
営
発
展
！
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図1

ま
と
め

積み立てた準備金

（
注
）圧
縮
記
帳
と
は
、交
付
金
に
よ
り
取

得
し
た
農
業
用
固
定
資
産
の
帳
簿
価
額
を
一

定
額
ま
で
減
額
し
、そ
の
減
額
分
を
必
要
経

費（
損
金
）に
算
入
す
る
こ
と
に
よ
り
、そ
の
年

（
事
業
年
度
）の
課
税
事
業
所
得（
所
得
）を

減
額
す
る
方
法
で
す
。 

交
付
金
を
準
備
金

と
し
て
積
み
立
て
ず
に

そ
の
ま
ま
用
い
る

取
り
崩
す

それぞれの農業者が作成する農業経営改善計画等に、この特例を活用して取得しよ
うとする農業用固定資産が記載されていることが要件となります。（新たな農業用固定
資産を取得しようとする場合には、事前に計画への記載、承認が必要となります。）

※

◆認定農業者
  （農業生産法人）
◆特定農業法人

◆認定農業者（個人）
◆認定新規就農者（個人）

図2

㊟構成員は対象に
　なりません

対象となる場合
交付金


